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2007 年 6 月施行の改正消費者契約法による「消費者団体訴訟制度」により、

全国で初めて提訴されました。 

この提訴は、「定額補修分担金特約」が対象です。 

学生ハウジングでは従来より、敷引・定額補修分担金等まぎらわしい表現を

使用している物件は取り扱っておりません。 

「消費者団体訴訟制度」による提訴第 1 号 


